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4) 拙稿「わが国の連結財務諸表問題」企業法研究j 第120輯 j など参照。
5) 桑原幹夫「最近における監査体制充実強化について」士命鯖経営学，第6巻5-6号，など参照。













































12) 新井隆一「法人税法第四条第4項に関する問題提起(概要)J 税法学，第203号;新井j 税法




























による。 4繰延資産¢範囲についてj 税務の取扱では商法の限定列羊以外にj 公共施設負担金，
広告宣伝用固定資産，世家の権利金，バス路醜使用権の取得費用』ノウハウ頭金，プロ野球の契約





















金として取扱う ζ と?とは有力な異論がある。 6合併差益のうち被合作法人の積立金からなる部分





































16) 拙稿「シャウプ法人擬制説の役割と廃棄提案」 立命館経営学1 第5巷第4・5号，参照。
1町 在日悼を参照。
18) 詳しくは前崎拙稿「引当利潤論J68-7B頁事明。
























19) たとえば わが国の特別償却は多くは初年度3分の 1を普通償却ヤプラスして償却をゆるすも
市である。一般に平均耐用年数は 10年とされているが，その昔通償却額(定率法)は 0.206で























































































a四 ets)は冊価償却 (dcprcciatlOn) としj 無形資産(国同nglblcassets，無耳固定資産くIntan


























































26) 拙稿「商法計茸規定改正要綱法務省民事局試案について」 立命館経済学j 第6巻第4号.71ー
72頁，および104-105頁。
27) その他イギリス会社法第147条， 149条も合計処理の一般原則を有するが，税法上ほ明文はなく j
判例によっておぎなっている。











































































28) 中川一郎，税法学， 202号z 巻頭言。
29) 松本茂郎「第33回大会記録 (3)J 税陸学j 第206号24頁 その他，同大会上では岩村一夫右
塚隆，よ障正民の諸氏も同主旨の発言がある。
30) 新井前掲論文a 税法学，第203号，竹下重λ「法人税法22呆 4項の問題点について(概要)J ; 
山田二郎「法人税法22条 4項と商法の言l算規定の関悟(梗概)J;清永敬抗「法人税法22条 4項の
規定について」 それぞれ税法学， 202号。および前掲税法学会第33回大会記録上の上記諸氏の発
言。なおa 各説の名称は須貝修トー 「再び法人現世22条4項について」 抽税月報，第且5号による。
31) 西原宏一「法人税法の一部改正」 税務弘報F 第四巻第8号 75頁z ほか大蔵省，税法学者の
見解が一致する。
32) たとえば清永a 前掲論文， 28頁，そ¢他。
33) たとえばj 山目前掲論文， 30頁 j その他。
34) たとえば，新井「第四回大会記揖 (I)J 税法学，第'204号， 6ー7頁その他。
.35) 象観的だが会百|慣行の尊重による税法法三章説すらある。塩酎問「税制簡素化の意時J 企業
会計z 第19巻第四号。





























37) たとえば中川一郎「法人税法~2条 4 項に関する問題の整理J 税法学，挿202号， 35-36頁 そ
の他。













えば通説と全〈質を異にする教授の研究は， 東ドイツ! ソビエト， 西ドイツなど
の学者の研究よりも早ししかもこれを超えているものとみられる (GunterGolI. 
Bila山間 2叫 d Proftte， 1957 ;ェ・ア・ピグレスカヤ「戦後日本の経済循環J1960 





38) 須貝，前掲論文j 納税月報第剖l号， 67頁。
